
農山漁村地域整備計画位置図（新川ブロック、県営）

農地整備事業(経営体育成型) 滑川東部

農地整備事業(経営体育成型) 古黒部南部

農地整備事業(経営体育成型) 古黒部北部

農地整備事業(経営体育成型) 若栗北部

農地整備事業(経営体育成型) 大家庄東部

農地整備事業(経営体育成型) 六天

農地整備事業(経営体育成型) 飯沢栃沢

農地整備事業(経営体育成型) 滑川東部２期

農地整備事業(経営体育成型) 舟川新

農地整備事業(経営体育成型) 若栗南部

農地整備事業(経営体育成型) 布施川左岸

農地整備事業(経営体育成型) 窪田

水利施設整備整備事業(基幹水利施設整備型) 吉野川縁

水利施設整備整備事業(基幹水利施設保全型) 黒部川合口

農地防災事業(ため池整備工事) 室田

水利施設整備整備事業(基幹水利施設保全型) 愛本新

農地防災事業(ため池整備工事) 坪野

農地防災事業(ため池整備工事) 田甫上池

農地防災事業(用排水施設整備工事) 吉城寺

農地防災事業(用排水施設整備工事) 島尻

農地防災事業(用排水施設整備工事) 片貝川沿岸

農地防災事業(農業用河川工作物応急対策工事) 小川

地域用水環境整備事業（ソフト） 早月川沿岸

地域用水環境整備事業 鋤川

農道整備事業 新川第２

農道整備事業 新川中部二期

水利施設整備整備事業(基幹水利施設保全型) 小川幹線

農地整備事業(経営体育成型) 荻生北部

農地整備事業(経営体育成型) 三ヶ

地域用水環境整備事業（ソフト） 片貝

地域用水環境整備事業（ソフト） 浦山新

地域用水環境整備事業（ソフト） 布施川共通幹線

地域用水環境整備事業（ソフト） 小川共通幹線

5

凡　　例 定　　量　　的　　指　　標

　生産基盤の整備を進め、農産物の多品種複合経営が
可能となるような生産性の高い農地面積を平成21年度

に比べて3,438ha拡大する。

　良質な農産物の供給を支える農業水利施設として、ダ
ム5箇所、頭首工7箇所、ため池16箇所、排水施設3箇
所、水管理施設2箇所、農業用排水路231kmの健全な

機能を確保することにより、地区内農地への農業用水の
安定供給を図る。

　基幹的な農道111km及び支線農道60kmの施設機能
保全・整備を行うことで、農地52,000haの農産物や農業

資材の大量かつ安定的な供給を図る。

　農業水利施設にかかる維持管理費の農家負担軽減の
検討を2地域及び取り組みを11地域で行う。

　集落排水施設の機能診断済み地域の割合を1％から
33％に増加させるとともに、計画汚水処理人口5,430人

の安定処理を図る。



農山漁村地域整備計画位置図（新川ブロック、団体営）

地域用水環境整備事業 鋤川

農地整備事業（基盤整備促進型） 魚津

農地整備事業（基盤整備促進型） 黒部

農地整備事業（基盤整備促進型） 下立

農地整備事業（基盤整備促進型） 滑川南部

農地整備事業（基盤整備促進型） 滑川中部

農地整備事業（基盤整備促進型） 入善

農地整備事業（基盤整備促進型） 朝日町

農地整備事業（基盤整備促進型） 黒沢

農地整備事業（基盤整備促進型） 浦山

農地整備事業（基盤整備促進型） 本江

農地整備事業（基盤整備促進型） 舟見

農地整備事業（基盤整備促進型） 山崎・南保

凡　　例 定　　量　　的　　指　　標

　生産基盤の整備を進め、農産物の多品種複合経営が

可能となるような生産性の高い農地面積を平成21年度

に比べて3,392ha拡大する。

　良質な農産物の供給を支える農業水利施設として、ダ

ム5箇所、頭首工7箇所、ため池15箇所、排水施設2箇

所、水管理施設1箇所、農業用排水路146kmの健全な

機能を確保することにより、地区内農地への農業用水の

安定供給を図る。

　基幹的な農道106km及び支線農道60㎞の施設機能保

全・整備を行うことで、農地52,000haの農産物や農業資

材の大量かつ安定的な供給を図る。

　農業水利施設にかかる維持管理費の農家負担軽減の

検討及び取り組みをそれぞれ1地域で行う。

　集落排水施設の機能診断済み地域の割合を1％から

33％に増加させるとともに、計画汚水処理人口1,740人

の安定処理を図る。

農地整備事業（基盤整備促進型） 内生谷

農地整備事業（基盤整備促進型） 飛騨

地域用水環境整備事業 小川用水

地域用水環境整備事業 布施川

地域用水環境整備事業 黒谷

地域用水環境整備事業 浦山新
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凡　　例 定　　量　　的　　指　　標

　生産基盤の整備を進め、農産物の多品種複合経営が
可能となるような生産性の高い農地面積を平成21年度
に比べて3,438ha拡大する。

　良質な農産物の供給を支える農業水利施設として、ダ

ム5箇所、頭首工7箇所、ため池16箇所、排水施設3箇
所、水管理施設2箇所、農業用排水路231kmの健全な
機能を確保することにより、地区内農地への農業用水の

安定供給を図る。

　基幹的な農道111km及び支線農道60kmの施設機能
保全・整備を行うことで、農地52,000haの農産物や農業
資材の大量かつ安定的な供給を図る。

　農業水利施設にかかる維持管理費の農家負担軽減の
検討を2地域及び取り組みを11地域で行う。

　集落排水施設の機能診断済み地域の割合を1％から
33％に増加させるとともに、計画汚水処理人口5,430人

の安定処理を図る。


